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修学支援新制度の見直しについて

（令和5年2月７日修正版_文部科学省より全専各連へ情報提供）
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骨太方針2022等を受けた奨学金制度の改正の方向性について

●修学支援新制度の拡大

〇 支援の「第４区分」（図参照）を設ける。所得基準と支援額は、高等学校等就学支援金の例を参考に今後政府
において検討。

〇 支援対象については、多子世帯の支援は、現に扶養する子供が３人以上の世帯とし、理工農系の支援において
は、国公立より私立の方が授業料などの負担が重い実態を踏まえる（財源確保の状況とのバランスをふまえ要検討）。

〇 理工農系の要素が含まれる学際分野（※）も対象とする。
※ 例えば経済学と工学の学問分野をバックグラウンドに設置されるデータサイエンス関係の学部も対象になる。

〇 機関要件を厳格化し、大学・短大・高専にあっては直近３年度全ての収容定員８割未満、専門学校にあっては
５割未満の学校を対象外とする。ただし、直近の進学・就職率が９割を超える大学・短大・高専や、地域の経済
社会にとって重要な専門人材の育成に貢献していると都道府県知事が認める※専門学校は対象とする。
※ 各都道府県知事等の判断にあたっては、例えば、他の教育機関による代替の困難性や卒業生の地元就職率など、国として一定の判断基準を示す。
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直近３年度全ての経
常収支差額がマイナス

Ｃ

直近３年度全ての「収
容定員充足率」が８割

未満

Ｂ

直近年度の「運用資産
－外部負債」がマイナス

機関要件の厳格化の素案（イメージ図）

＜現行の経営要件＞

◆要件を満たさない範囲の該当学校数◆

＜見直し案のイメージ＞

大学・短大・高専： 4校、専門学校：11校

大学・短大・高専：26校、専門学校：46校

大学・短大・高専：118校、専門学校：239校
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D1（大学・短大・高専の場合）：
直近３年度全ての「収容定員充足率」が８割未満
但し、直近の「収容定員充足率」が５割未満に該当しない場合であって
直近の進学・就職率が９割を超える場合、確認取消を猶予
D1’：直近の「収容定員充足率」が５割未満

D2（専門学校の場合）：
直近３年度全ての「収容定員充足率」が５割未満
但し、地域の経済社会にとって重要な専門人材の育成に貢献していると設置
認可権者である都道府県知事等が認める場合は、確認取消を猶予
※精緻な判断基準を設定（例えば、他の教育機関による代替の困難性や卒業生
の地元就職率 など）

D1

D1’

D2

118

15

注：導入時期等については、対象校が見直し後の基準に対応するために必要な期間を確保できるよう留意。
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修学支援新制度の見直しを受け、学校で点検をいただきたい事柄

（１）中間層への拡大
設置分野の確認（「工業関係分野」「農業関係分野」）
→ R５年５月頃、機関要件の確認申請書提出依頼。８月に
確認校リスト公表。この中で対象校を公表。

「情報関係」の学科の対応
→ 設置基準の見直し（10ページ参照）。これを受けた
「工業関係分野」への設置目的等の見直し。
確認校として公表はR５年度末に向けて。

（２）機関要件の厳格化
機関要件（特に定員充足率）を満たすか。改めてチェックを。
（定員充足率が3年連続5割未満の学校の場合、定員の見直し
を行い、都道府県へ定員変更の届出を行うことを検討も。）
猶予要件を満たすか。必要に応じ、定員の見直しも視野。

8



9

2023.
1
-3
4

5-6
7-8

2024.
3
4

5-6
7-8

（参考）今後のスケジュール（案）

都道府県向け説明

省令改正？

【新要件】確認申請書提出（学校→都道府県）

都道府県において確認 R7確認校リスト公表（新要件に基づく）

（所轄庁（都道府県）・専門学校） （文部科学省）

R6確認校リスト公表（旧要件に基づく）

【旧要件】確認申請書提出（学校→都道府県）

都道府県において確認

(1)中間層への拡大
（支援拡大対象となる理工農分野の学科の公表）
※新設学科や情報関係学科の工業関係分野への
変更については年度末頃まで受付

(2)機関要件の厳格化
（新要件に基づく機関要件確認校の公表）



専門学校におけるデジタル人材の育成の促進について
【現状】

○専修学校の必要教員数等は学科の属する分野ごとに算定される。このため、同一分野内に学科が複数設置されている場合、複数学科の総定員を合算して必要教員
数等が算定されている。
【問題の所在】

○情報関係の学科が属する分野は、教育内容に応じて、商業実務分野と工業分野のいずれにも属するケースが存在するが、例えば、商業実務分野に属する情報学科
が、より高度なデジタル人材の育成を目指し、工業分野の教育内容を取り入れ、当該学科が工業分野に属することとした場合、必要教員数を増やすことが必要となり、
デジタル人材を中心に人への投資が進められる中、専門学校におけるデジタル人材の需要の高まりに対応することが困難な状況にある。
【対応案の方向性】

○新たに工業分野に属する情報関係の学科を設置するとき、商業実務分野等の要素も残る場合において、当該学科の教育内容における商業実務分野と工業分野の
関連性（関連性が３割程度以上）を踏まえ、特例的な算定をすることとしたい。
【具体的な方法案】

○情報人材の育成を行う場合に限り、一定の条件（他分野と工業分野の一定の関連性を求めるなど）を満たした場合について、別表の備考に特例措置を規定（設置基
準の別表１～４の運用の特例を認めるもの）し、複数分野を一まとまりとして必要教員数及び校舎面積を加重平均的に算定できるよう改める。

【現状】

【算定の特例】
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定員:35人定員:35人 定員:35人
⇒必要教員数４人

情報ＩＴメディア学科
のみ工業分野に分離
（工業分野がない場
合、工学分野の新設
（認可事項）
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・工業関係の学科と商業
関係の学科の一定程度
（３割程度以上）の関連
性を求めた上（教員体制
の担保）で、設置認可に
おいて教員数及び校舎
面積について特例的に
加重平均的な算定を行
う。

・あくまでも必要最低教
員数等の特例措置であ
り、各学科の教育の質
が担保されているか所
轄庁が確認を行うことが
前提

ビ
ジ
ネ
ス
学
科

情
報
経
理
学
科

定員:35人定員:35人

⇒必要教員数４人

商業実務関係等＋工業関係
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定員:35人 この場合、
・工業分野の学科は情報ITメディア学科
・ビジネス学科・情報経理学科は引き続き商業実務分野
に属する。

この場合、
・工業分野の学科は情報ITメディア学科
・ビジネス学科・情報経理学科は引き続き商業実務分野
に属する。

※商業実務分野以外の分野でも文化・教養系に属する同様のケース（グラフィック・デザイナー等）は対象とすることを想定

共通一般科目共通一般科目 共通一般科目共通一般科目 一般科目一般科目

共通一般科目共通一般科目
共通一般科目共通一般科目

基基基基基基

基

基基

基

基基基基基
（校舎面積）
〇商業実務関係
＝２００＋２．５×
（１０５-４０）
＝３６３平方メートル

（校舎面積）
〇商業実務関係
＝２００＋２．５×（７０-４０）
＝２７５
〇工業関係
＝１８０（加算面積）
→４５５平方メートル

（教員数）
○商業実務関係 ＝４(81-120人）
○工業関係 ＝４（81-120人）
→４×2/3＋４×1/3＝４

（校舎面積）
〇商業実務関係
＝（２００＋２．５×（105-40））×２/３
〇工業関係
＝（２６０＋３．０×（105-40））×１/３
→241.66＋151.66≒３９３平方メートル

※「基」は改正後の基幹教員を指す

（校舎面積）
〇商業実務関係
＝２００＋２．５×
（１０５-４０）
＝３６３平方メートル

※イメージとしては小規模校を想定
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